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発表内容

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化に
向けた取り組み及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化に向けた戦略
(2)成果の実用化に向けた具体的取り組み
(3)成果の実用化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の最終目標の達成可能性
(3)成果の普及
(4)知的財産権の確保に向けた取り組み

NEDO

プロジェク
トリーダー



2

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

事業の目的

大量のCO2を排出する高炉からのCO2排出を抑制

１）コークス改良、コークス炉ガス改質水素による鉄鉱石還元技術開発

２）未利用排熱を活用した高炉ガスからのCO2分離回収技術開発

社会的背景

地球温暖化対策は世界的課題

抜本的ＣＯ２排出抑制、省エネ技術の必要性

3

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆我が国における部門別・業種別CO2排出割合

事業原簿 Ⅰ-1
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆一貫製鉄所の製造プロセス

事業原簿 Ⅰ-2
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆鉄鋼業の省エネルギーへの取り組みの推移

出典：（一社）日本鉄鋼連盟；「鉄鋼業の地球温暖化対策への取組 低炭素社会実行計画実績報告」、平成27年1月

事業原簿 Ⅰ-3
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆鉄鋼業のエネルギー原単位の国際比較

鉄鋼業（高炉・転炉法）のエネルギー原単位の国際比較
出典：「2010年時点のエネルギー原単位の推計」RITE、2012年9月発表（指数化は鉄鋼連盟）

事業原簿 Ⅰ-3
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆鉄鋼業のエネルギー消費量削減ポテンシャルの国際比較

鉄鋼業のエネルギー消費量削減ポテンシャルの国際比較
出所：『Energy Technology Perspective 2014』国際エネルギー機関（2014年5月発表）
注 ：棒グラフ（左軸）はBAT（Best Available Technology） を適用した場合のエネルギー消費量の削減ポテン
シャル 丸印（右軸）は粗鋼トン当たりの削減ポテンシャル

事業原簿 Ⅰ-4
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆プロセス選択理由

(1)炭素以外の鉄鉱石類還元材の利用 (2)炭素による還元→排出CO2の分離・回収

水素の活用
・天然ガス
・副生ガスの所内活用（COG改質等）
・電力の間接活用（水の電気分解）

高炉ガスからの分離
・化学吸収法
・物理吸着法
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事業原簿 Ⅰ-5
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆COURSE50事業の概要

①高炉水素
還元技術

②水素還元用
コークス製造技術

③水素還元用
水素製造(COG改質)技術

④CO2分離
回収技術

⑤未利用排熱
有効利用技術

1) ②ｺｰｸｽ改良､ ③ｺｰｸｽ炉ｶﾞｽ改質水素による①鉱石還元技術

2) ⑤未利用排熱を活用した高炉ｶﾞｽからの④CO2分離回収技術

CO2排出量の
約30%削減

1) -10%
2) -20%

事業原簿 Ⅰ-5
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆実機化までのスケジュール

事業原簿 Ⅰ-6
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け

■ Cool Earth-エネルギー革新技術計画（平成２０年３月）

全世界の温室効果ガス排出量を現状に比べ２０５０年までに半減を目指す

この実現に向け、ＣＯ２を大幅に削減可能とする２１技術のひとつとして選定

■ エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平成２１年４月）
超燃焼システム技術 ＜環境調和型製鉄プロセス技術開発＞
・最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減すること

を目指し、 ２０５０年までに実用化する。
・研究開発期間：２００８年度～２０１７年度

■ エネルギー基本計画（平成２６年４月）
エネルギー基本計画に基づき策定されたエネルギー関係技術開発ロードマップの
ひとつとして選定
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆我が国におけるエネルギー技術開発に関する取り組み

事業原簿 Ⅰ-9
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆Cool Earth エネルギー革新技術計画に掲げられた革新技術

事業原簿 Ⅰ-10
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１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆技術開発を推進するべき技術における位置付け

事業原簿 Ⅰ-11
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆エネルギー関係技術開発ロードマップ

事業原簿 Ⅰ-12
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欧州
Ultra Low CO2 Steelmaking

making

ULCOS
韓国

プログラム

日本
プログラム

豪州
プログラム

北米
プログラム

南米
プログラム

直接還元プロセス
(石炭ベース

大学共研レベル)

COURSE50,
CO2 貯留プログラム

etc.

溶融スラグからの熱回収
etc.

化学吸収法
（安水ベース）

etc.
Hisarna(溶融還元)

etc.
(ULCOS炉：凍結)

バイオマス
etc.

◆国内外の研究開発の動向と比較

１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性
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１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

鉄鋼業としての抜本的なＣＯ２削減技術の開発は、

○ 地球温暖化対策のための中長期的視野から必要

○ 国のＣＯ２削減のための政策として必要

○ ＣＯ２削減技術はコスト増加を招くため、

民間の開発インセンティブが働きにくい

● 研究開発の難易度：非常に高

● 投資規模：非常に大＝開発リスク：非常に大

民間の能力を活用してNEDOが資金負担を行うことにより
研究開発を推進すべき事業
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◆実施の効果 （費用対効果）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

プロジェクト費用の総額 １５０億円（予定）

ＣＯ２削減量予測(２０５０年) 約５０００万ｔ/年

19

◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

【中間目標(平成２７年度)】
(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発
・水素還元の効果を最大限とするための技術をラボレベルで検討し実現性、有効性に

対するめどを得て具体的な実証試験の計画を立案する。
・１０ｍ３規模試験高炉の建設を完了させる。
・触媒を用いてＣＯＧに含まれるタールや炭化水素を水素に改質する技術において

高炉への吹き込みガス用としての改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対策
技術の確立を図る。

・メタン改質等の総合的に改質向上に資する要素技術の目途を得る。
(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発
・ＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２を実現可能な技術の充実を指向し再生温度、

分離回収エネルギーの低減などの技術開発のめどを得る。

【最終目標(平成２９年度)】
(a) 高炉からのＣＯ２排出削減技術開発
・１０ｍ３規模試験高炉により高炉からのＣＯ２排出量を削減する技術を確立する。
(b) 高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収技術開発
・高炉ガス（ＢＦＧ）からのＣＯ２分離回収コスト２，０００円／ｔ－ＣＯ２を可能とする技術を

確立する。
事業原簿 Ⅱ-2
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◆事業の目標

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

-20%0%
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8m3試験高炉により
水素還元によるCO2
低減効果を確認

高炉数学モデルにより
水素還元の効果・可能性

を理論的に立証

CO2分離回収の

所要ｴﾈﾙｷﾞｰを
2GJ/t-CO2迄半減

高炉ガスからのCO2分離回収

・世界トップレベルの高性能
化学吸収液を開発
・最適プロセスを開発

ステップ1成果

10m3 試験高炉とCO2分離回収
との連結による総合技術立証

⇒Total ▼30%

送風操作と原料操作の
両面から

水素還元の効果を最大化
する技術の確立

・分離回収エネルギーの
一層の低減

・未利用排熱の活用技術
の具現化

ステップ2の目標

1)高炉からの
CO2排出削減技術開発

･ラボ実験と8m3試験高炉により水素還元によるCO2低減効果(▼3%)を確認。
･コークス炉ガス(COG)に含まれる水素量の倍増を達成した。
･コークス使用量低減に伴う通気性悪化を補うための高強度コークスを開発。

2)高炉ガスからの
CO2分離回収技術開発

･分離所要エネルギー量を半減する技術を開発し、CO2分離回収▼20%に目途。
･未利用顕熱回収(ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟやｽﾗｸﾞ顕熱回収技術等)によりCO2分離回収▼20%

に必要なエネルギーを確保できる可能性を確認。

ス
テ
ッ
プ
1
成
果
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◆研究開発内容

２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

開発技術内容
①-1 水素活用プロセス技術開発 ガス還元最適化、ガス還元最適化シミュレーション、羽口複合ガス吹
①-2 水素吹き込み高炉に適する原料

利用技術
PC燃焼メカニズム、シャフトガス吹き込みに対応した原料および装入
物分布制御、還元粉化制御/予熱ガス吹込み

①-3 ①    高炉羽口からのCOG複合吹

き込み条件の適正化

COG複合吹込みシミュレーション

①-4 高炉系マクロバランスモデルの開
発

高炉系のマクロな熱物質バランスモデル

⑥ 試験高炉の設計・建設・操業

② タールを始めとする炭化水素成分の改質反応および改質設備技術の
確立

③ コークス改良技術開発 高強度を前提に反応性を制御できる　　　　コークス製造技術の確立

試験高炉との連動運転(ガス循環含む）
分離回収熱量原単位の極限低減、再生温度の低温化による排熱利
BFGの有効活用分離システム検討

④-2 物理吸着技術開発 PSAの更なる効率化と実機化設計

④-3
分離技術総合プロセス技術開発 CO2分離回収後ガスの有効利用技術（分離回収技術と排熱有効利用

技術の総合プロセスとしての最適化。
⑤-1 未利用低温排熱活用技術開発 未利用排熱集約のための熱交換器を主体としたエンジニアリング課題

の抽出
⑤-2 製鋼スラグ顕熱回収技術開発 熱回収可能なスラグ製品の安定製造と熱回収効率の最大化

⑦ 全体プロセスの評価・検討 全体最適化、新規技術創出

①

④

⑤

化学吸収技術開発
④-1

研究開発項目(1)高炉からのCO2排出削減技術開発

試験高炉によるプロセス評価技術開発

コークス炉ガス(COG)改質技術の開発

研究開発項目(2)高炉ガスからのCO2分離回収技術開発

研究開発項目(3)　全体プロセスの評価・検討

CO2分離・回収技術開発

未利用排熱活用技術
の開発

鉄鉱石還元への水素活用
技術の開発

サブテーマ

事業原簿 Ⅱ-4
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２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

◆研究開発のスケジュール

事業原簿 Ⅱ-12
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◆プロジェクト費用

２．研究開発マネジメント （２）研究開発計画の妥当性

サブテーマ名 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 計

①鉄鉱石還元へ
の水素活用技術
の開発

452 288 100 840

②コークス炉ガ
ス （ COG ） 改 質
技術の開発

406 572 538 1,516

③コークス改良
技術開発 225 113 123 461

④CO2 分離・回
収技術開発 322 185 241 748

⑤未利用排熱活
用技術の開発

176 225 100 501

⑥試験高炉によ
るプロセス評価
技術開発

979 3,588 3,600 8,167

⑦全体プロセス
の評価・検討

115 108 88 311

（内新規技術創
出研究）

103 96 79 278

計 2,675 5,079 4,790 12,544
事業原簿 Ⅱ-24
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◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

事業原簿 Ⅱ-14
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２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

◆研究開発の実施体制

事業原簿 Ⅱ-14

再委託 サブテーマ ① ② ③ ④ ⑦

住友精化(株) ○

北海道大学 ○ ○

東北大学 ○ ○

新日鐵住金(株) 秋田大学 ○

委託 JFEスチール(株) 群馬大学 ○

NEDO  (株)神戸製鋼所 東京大学 ○

日新製鋼(株) 共同実施 東京工業大学 ○

新日鉄住金エンジニアリング(株) 名古屋大学 ○

岐阜大学 ○

京都大学 ○ ○

大阪大学 ○

岡山県立大学 ○

九州大学 ○ ○ ○

(国研）産業技術総合研究所 ○

(公財)地球環境産業技術研究機構 ○

(一財)電力中央研究所 ○
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ステップ2の運営管理

ＣＯＵＲＳＥ５０委員会(2回/年)：PJ全体の進捗確認･最終意思決定

NEDO

技術検討委員会(2回/年)
外部有識者の意見を
ＰＪ開発管理に反映

委員長：亀山東京農工大名誉教授
委員：伊藤早稲田大教授

小野崎理事*1

小林東北大教授
巽ｼﾆｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ*2

月橋東京大学教授
長坂東北大教授
*1)(財)ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所
*2)国際石油開発帝石(株)

実施者主催NEDO主催

企画運営会議(2回/年)：PJ全体のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ＰＬ

知財会議(随時)
知財･共同契約管理

対外報告企画会議(随時)
報告対応･情報発信

試験高炉WG会議(随時)
試験高炉の総合開発推進

プロセス評価WG会議(随時)
製鉄所全体の最適化を検討

アドバイザリーボード(1回/年)
外部有識者の意見を
開発方針･内容に反映

委員長：三浦校長(東北職業能力開発大)
委員：八木東北大名誉教授

清水九州大学前教授
有山東北大名誉教授
長坂東北大教授
山地東京大学名誉教授

全体プロセス評価･検討会議(10回/年)
サブテーマを統括してプロセス全体の

最適化･実用化検討を協議

新規技術創出報告会議(2回/年)
新規技術創出研究の進捗確認と進め方を協議

成果報告会(1回/年)：各年度の研究成果報告

各サブテーマ
担当者会議
(随時)

ﾃｰﾏ間連携会議

サブテーマ進捗会議(計12回/年)
各サブテーマの進捗確認と
今後の進め方を協議

サブテーマ
リーダー会議
ｻﾌﾞﾃｰﾏ間の
連携強化

事業原簿 Ⅱ-15
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２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
● ● ●

1 COURSE50委員会 ● ● ●

2 記者説明会 ●

3 企画運営会議 ● ● ●

4 全体プロセス評価･検討WG会議 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 サブテーマ進捗会議 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 新規技術創出報告会議(2回/年) ● ●

7 知財会議 ● ● ●

8 アドバイザリーボード会議(1回/年) ●

9 サブテーマリーダー会議 ● ● ● ● ● ●

10 サブテーマ担当者会議

11 成果報告会(１回/年) ●

本年度は4Q

技術検討委員会 (NEDO主催)

2014FY 2015FY

各テーマ単位で随時実施
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２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

◆研究開発の進捗管理

専門的知見を有する外部
有識者から、目標達成に

向けたコメント、助言を得て、
効率的な研究開発を行う

２回／年 NEDO主催で開催
コメント例
・定量的なマイルストーンを設定すること
・長期の事業であり、外部環境の変化に合わせて事業を進めること
・確立した技術があれば、製鉄以外の分野でも実用化する様検討すること
・高炉内の現象のシミュレーション技術を、リスク、トラブル予見に活用できないか

内容（例）

目的 委員リスト

今後の研究開発に活用

委員長 亀山名誉教授 東京農工大学
委員 伊藤教授 早稲田大学

小野崎理事 （一財）ｴﾈﾙｷﾞｰ総合工学研究所
小林教授 東北大学
巽ｼﾆｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 国際石油開発帝石株式会社
月橋教授 東京大学大学院
長坂教授 東北大学大学院

事業原簿 Ⅱ-15

29

◆動向・情勢の把握と対応

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性

技術検討委員会での指摘

→定量的なマイルストーンを設定するべき

研究開発項目（サブテーマ） 最終マイルストーン（H29年度末）における数値目標項目

研究開発項目(1)
高炉からのCO2排出削減技術開発

試験高炉により、銑鉄トンあたりの炭素消費量を最小化するための総
合プロセス評価技術を確立し、実証試験高炉を想定したCOURSE50
プロセスの基本仕様を提案。

①⑥鉄鉱石還元技術（高炉インプット
Cの削減）

・送風操作（水素吹込み、高酸素富化、ガス循環）による高炉インプッ
トC削減効果を定量化し、それを検証
・原料操作やシャフト吹込みガス組成の適正による高炉インプットC削
減効果を定量化し、それを検証

②COG改質技術 H2増幅率≧2倍、耐久性≧500hrの技術確立

③コークス改良技術 強度と反応性を両立する配合条件

研究開発項目（2）
高炉ガスからのCO2分離・回収技術
開発

モデル製鉄所および代表製鉄所にて2000円/t-CO2の達成

④-1高性能吸収液技術 熱量原単位（努力目標）

④-2物理吸着技術 電力原単位（努力目標）

⑤-1未利用低温排熱回収技術 熱交換器の温度効率

⑤-2製鋼スラグ 顕熱回収技術 熱回収率30％（実機化FS）

研究開発項目(3)
全体プロセスの総合最適化検討

製鉄所からのCO2 排出量30%削減を可能にするための総合的な評
価、検討。
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①NEDO知財方針を適用し、知財合意書、知財会議を整備

②知財会議で各サブテーマ毎の知財戦略を策定

③基本特許を出願

２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略

・出願手順等を定め、出願効率化
・海外出願を含めた出願の是非、出願内容等を審議。
・実用化が相当先である技術に対して、安易に出願を
行わないよう、出願戦略を議論。

・海外への技術流出防止を意識した知財戦略を構築。

31

２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産管理

➤ 知財合意書を策定

・出願手続き等について規定

・特許権は５社で共有

・持分割合は、出銑量により決定

➤ ノウハウの管理

・権利化すべき技術とノウハウは、SGリーダーが決定

・ノウハウを特許出願による損出を考慮して秘匿するものと、

データ群等の技術成果に関する集大成、に区分け

・ノウハウ毎に登録シートを作成するとともに、ノウハウリストを作成
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環境調和型製鉄プロセス技術開発
COURSE50（Step2）（中間評価）

（平成25年度～平成29年度 5年間）

Ⅲ.研究開発成果 1．事業全体の成果

平成27年11月16日
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公開

◆中間目標の達成状況

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

事業原簿 Ⅲ-2
◎；大きく上回って達成、○；達成、△；達成見込み、×；未達

研究開発項目 中間目標 成果 達成度
研 究 開 発 項 目
(a) 高 炉か らの
CO2 排 出 削 減
技術開発

❶水素還元の効果を最大限とする
ための技術をラボレベルで検討し
実現性、有効性に対する目途を得
て具体的な実証試験の計画を立案
する。
❷ 触 媒 を 用 い て COG に 含 ま れる
タールや炭化水素を水素に改質す
る技術において高炉への吹き込み
ガ ス 用 と し て の 改 質 反 応 の 最 適
化、改質触媒の活性劣化対策技術
の確立を図る。
・メタン改質等の総合的に改質向上
に資する要素技術の目途を得る。
❸10m3規模試験高炉の建設を完
了させる。

❶各要素技術の直近の知見、例えば水素還元に関連
する送風操作、原料・コークスの適用方法等を取り込
み、試験高炉における総合試験の計画立案に反映さ
せた。又、その技術諸元を反映した所全体で 30%の
CO2排出削減に対する複数のケース検討を行い、目
標達成に対する目途を得た。
❷COG改質反応の最適化、改質触媒の活性劣化対
策技術については、メタン改質可能な部分酸化法との
最適組み合わせの検討を進展させ、プロセスとしての
成立を確認した。更には改質触媒の劣化特性も評価
し、長時間運転の可能性に目途を得た。
❸これらの要素技術を総合化検証するために、BFG
からのCO2分離回収プロセスを含むシステムと した
12m3の試験高炉を設計・建設した。

○

研 究 開 発 項 目
(b) 高 炉 ガ ス
（ BFG ） か ら の
CO2 分 離 回 収
技術開発

・ CO2 分 離 回 収 コス ト2,000 円/ ｔ-
CO2を実現可能な技術の充実を指
向 し 再 生 温 度 、 分 離 回 収 エ ネ ル
ギーの低減などの技術開発の目途
を得る。

・CO2分離回収技術における排熱の利用については、
製鋼スラグ顕熱回収技術に加えて高効率熱交換器技
術の開発を進めるとともに、高性能化学吸収液の開
発、物理吸着技術の更なる効率化を進めた。この結
果、CO2分離回収コスト2,000円/ｔ-CO2達成の確度を
向上させた。

○



3/23

公開

研究開発項目 現状
最終目標

（平成29年度末）
達成見通し

研究開発項目(a)
高炉からのCO2
排出削減技術開
発

水素還元などの送風操
作および原料、コークス
等の原料操作によるCO2
削減効果を定量化し、削
減の可能性が見込まれ
た。

・10m3規模試験高炉により
高炉からのCO2 排出量を
削減する技術を確立する。

試験高炉操業によって総
合プロセス技術を確立で
き る見通しであ る。さら
に、シミュレーションを活
用して実証試験高炉の
基本仕様を提言できる見
通しである。

研究開発項目(b)
高炉ガス（BFG）
からのCO2 分離
回収技術開発

・要素技術として化学吸
収においては高性能吸
収液の開発、物理吸着に
おいては高性能な新規
吸着材の適用を進める、
未利用排熱回収におい
ては高性能熱交換器の
開発、製鋼スラグ顕熱回
収プロセスのベンチ試験
と蒸気回収設備検討など

の結果から、CO2分離回

収コスト2000円／t-CO2

以下の目途を得ている。

・ 高炉ガス（ BFG） からの
CO2分離回収コスト2,000
円/ｔ-CO2 (｢分離回収法開
発 ロ ー ド マ ッ プ
（CCS2020）｣に示された目
標)を可能とする技術を確立
する。

・今後、化学吸収におけ
るラボレベルの試験、試
験高炉との連動運転や、
物理吸着における総合
運転等により、また未利
用排熱回収では高効率
熱交換器の構造検討お
よび製鋼スラグ顕熱回収
での設備耐久性の確認
などの研究を進めること
によって、最終目標を達
成できる見込みである。

3.研究開発成果 (2)成果の最終目標の達成可能性

事業原簿 Ⅲ-2
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【水素還元挙動解明】送風操作による直接還元10%削減を実験的に検証.
ボッシュガス

メッシュ
構造

ヒーター

焼結鉱

熱電対

反応管

断熱材

偏差断熱
制御

連動
移動

シャフト
ガス

水素還元実験結果（SIS炉試験結果）SIS炉(移動式還元実験炉)COURSE50高炉の狙い

【ランス構造設計】CFDで設計した3重管ランスの耐久性を評価.

24hr.ﾚｰｽｳｴｲ燃焼試験後のランス外観：溶損湾曲詰まりなし

ﾚｰｽｳｴｲ
燃焼試炉

Case 1 Case 5
ベース COG羽口 , 調整BFG羽口 +

調整BFGシャフト+ 高酸素富
化

0%

20%

40%

60%

80%

100%

CO還元

H2還元

直接還元

+2.6 %

+11.1%
-13.5%

水素活用条件

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆鉄鉱石還元への水素活用技術の開発

事業原簿 Ⅰ－7
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◆試験高炉設置位置および試験高炉スケジュール

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

君津４高炉

CO2分離プラント(CAT30)

試験高炉

2013年下期 2014年上期 ２０１４年下期 2015年上期 ２０１5年下期 2016年上期 ２０１6年下期 2017年上期 ２０１7年下期

設計 設計 建設
建設/

冷間試運転
熱間試運転 試験操業 試験操業 試験操業 試験操業

試験高炉スケジュール

6/23

公開

◆土木工事開始時状況(2014年10月1日)

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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公開3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

工事完了時状況(2015年9月15日)

◆試験高炉工事完了状況
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高炉本体/炉内ｷｬｽﾀﾌﾞﾙ打設状況 熱風炉(ﾁｪｯｶｰ煉瓦最終段)

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆試験高炉の羽口および熱風炉の状況



9/23

公開

◆試験高炉建設全体工程表

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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公開

◆高炉数学モデル開発および試験高炉の試験水準設計

成分数：24 (気体：7, 固体：11, 液体：6) 反応式の数：17 (主要なもの) 

塊状帯

CO, H2による鉱石の間接還元反応
Fe2O3→Fe3O4→FeO→Fe

コークスのガス化反応
C+CO2→2CO
C+H2O→CO+H2

シフト反応
CO+H2O=CO2+H2

鉱石融着帯
鉱石の溶解

FeO,Fe(固体)→FeO,Fe(液体)

滴下帯(溶銑滓)
溶融還元反応

FeO (液体)+C→Fe(液体)+CO
C, Si の液相への移行反応
C→C , SiO+C→Si+CO

羽口前燃焼帯
コークス, 微粉炭の燃焼反応

C+O2→2CO
C+H2O→CO+H2

200℃

1000℃

1200℃
1400℃

2200℃
1550℃

・目的：試験高炉の装入条件・送風条件最適化
・機能：予熱ガス、COG、送風操作の影響評価
・用途：試験高炉の操業条件設計・操業解析、実証試験高炉へのスケールアップ検討

炉頂ガス (BFG)
CO/CO2/H2/N2

COG
調整BFG

予熱ガス

改質COG

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義



11/23

公開

炭
素

消
費

原
単

位
(k

g/
t)

Case1 Case2 Case3 Case4 Case5

試験高炉操業においては送風操作の最適化により、炭素消費原単位
の削減を指向する

炭
素

消
費

原
単

位
削

減
割

合
(%

)

Case1 Case2 Case3 Case4 Case5

0%

ベース

◆炭素消費原単位におよぼす送風操作の影響を考慮した、試験水準を提示

（高炉数学モデル解析）

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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0

100

200

300

400

500

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

ベース COG COG+調整BFG

レ
ー

ス
ウ

ェ
イ

深
度

( 
m

m
)

空
気

比
(-

)

空気比

レースウェイ深度

【課題】 複合吹き込み時の微粉炭の安定燃焼

【目標】 微粉炭 安定燃焼のための
ランス構造提示

【取組】 数値実験で羽口内流動と燃焼挙動を
評価し、燃焼実験で微粉炭燃焼性と
耐久性を評価し、試験条件を提示。

ﾚｰｽｳｪｲ

羽口

ﾌﾞﾛｰﾊﾟｲﾌﾟ

炉内

熱風

炉芯

ｺｰｸｽ粉
未燃ﾁｬｰ

ｺｰｸｽ

羽口複合吹込み

微粉炭が燃焼しにくい条件

高温かつ微細部位の現象
⇒ CFDによる数値実験

取り扱う領域が広
範囲かつ複雑
⇒ 燃焼実験評価

◆羽口複合吹込み技術

条件A 条件B

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

4-1 4-2 4-3

平
均

H
2
増

幅
率

[-
]

再生1 再生2

改質① 改質② 改質③

BP1（H25-RUN4）試験結果 ラボ繰返し試験

BP2：500h耐久性評価では、
改質時間24h/回で10回/1系統繰返し予定

⇒ラボにて10回繰返し試験を実施

BP1：3回までの繰返し試験では、
H2増幅率回復を確認済み

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

平
均

H 2
増

幅
率

[-]

改質

再生1 再生2 再生3 再生4 再生5 再生6 再生7 再生8 再生9

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆COG改質触媒の劣化対策検討

10回繰返しても、H2増幅率が回復（1.5を保持）
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因果関係の解明により、要求強度の作り込み技術を構築。

要因A 要因B

要因A

要因B

水準1

水準2

水準1
水準2

水準3

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆コークス改良技術
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【Step１成果】
最適アミン組成開発による
(1)熱量原単位の低減
2.34 （RN-3C CAT30試験）
-0.3 （熱移送）
= 2.0 GJ/t-CO2

(2)再生温度の低減
120℃ ⇒ 95℃

【Step２開発の考え方】

１．一層の熱量原単位低減のために反応熱の低減方法検討

２．反応熱低減に伴う反応速度低下補償対策としての触媒、
添加剤の検討

３．再生温度低減
・CO2吸収量の温度依存性制御
など

0.5 1.0 1.5 2.0

1.0

1.5

RN-3C

新組成水溶液 

 

二相系

 

有機溶媒（ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺｰﾙ）

反
応

熱
（
G

J
/
t-

C
O

2
）

吸収速度（g/L/min）

高性能

(2)

(1)
シーズ(1) 溶液改善

【Step2開発吸収液のラボ性能】

◆化学吸収技術開発

シーズ(2) 構造改革

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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STEP2において
・PSAのさらなる効率化

新規形状吸着材による効率化
真空ポンプの電力原単位
１５％削減達成

0
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350

開始時想定 回収条件最適化 プロセス最適化 STEP2 目標

電
力

原
単

位
(k

W
h/

t-
CO

2)

Step 1 Step 2

開始時想定 回収条件最適化 ﾌﾟﾛｾｽ最適化 Step 2  

電
力

原
単

位
(k

W
h/

t-
CO

2)

総合運転試験
および

詳細設計により
電力原単位目標

および
コスト目標を

達成する見込み

◆物理吸着技術の電力原単位低減

3.研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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公開3.研究開発成果 (3)成果の普及

対外発表例) IEAGHG/IETS Iron 
& Steel IndustryCCUS & Process 
Integration Workshop(2013)

事業原簿 Ⅲ-7

◆成果の普及

件名 件数
1.特許出願件数 19
2.査読有論文発表数 22
3.査読無論文発表数 2
4.学会発表・講演 75
5.その他外部発表 9

特許、論文、外部発表等の件数(2015年9月末現在)
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公開3.研究開発成果 (4)知的財産権等の確保に向けた取り組み

知的財産戦略の沿った取り組み

・権利化/積極的に出願を行う技術とノウハウとすべき技術の切り分け

・権利化に当たっては、権利化特許と防衛特許を区分けして出願

・外国出願すべき案件の抽出と対象国の絞り込み

・SG毎の事業戦略に応じた技術マップを作成

・SG毎の事業戦略に応じた権利化へ向けたスケジュール策定

2013FY 2014FY 2015FY 2016FY 2017FY 計

特許出願(内外
国出願)

0 12
(1)

7
(1)

19

事業原簿 Ⅱ－19、添付資料

◆知的財産権の確保に向けた取り組み
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◆本プロジェクトにおける「実用化」の考え方

当該研究開発に係る試作品、サービス等の
社会的利用（顧客への提供等）が開始されることを言う。

当該研究開発の成果が
後継事業で活用されることを

本プロジェクトにおける「実用化」と定義する。

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

20/23

公開

◆実機化までのスケジュール

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

事業原簿 Ⅱ－18
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1)鉄鉱石還元への水素活用技術開発
主要な改善手段である「送風操作」による間接還元の促進による水素還元の吸熱補償の実現を試験高炉にて
確性結果が今後の方向性を左右する。

2)コークス炉ガス(COG)改質技術の開発

触媒改質と部分酸化の最適化が最重要課題であり、その仕様判明後に、シャフト羽口のエンジニアリングも含めた
プロセス設計に移行する。

3)コークス改良技術開発

コークスに要求される強度と反応性を両立させる製造技術については、ほぼ目途が得られている。次の課題は、そ
れを工業規模にて生産する為のコークス炉における生産技術の確立である。

4)CO2分離回収技術開発
吸収液構造の最適化等は順調に進捗し、技術開発目標達成の確度を上げている。
一方、再生温度の低温化については、エンジニアリングも含めた課題に取り組む。物理吸着法については、
特性を推定するプロセスモデルから構築される実機設計技術の確立が課題である。

5)未利用排熱技術開発
高効率熱交換器の初期特性維持の課題が最重要であり、その見きわめ結果が今後の方向性を左右する。
製鋼スラグの活用については、エンジニアリング上の改善が主要課題である。

6)試験高炉によるプロセス評価技術開発
試験高炉の操業については、下期に実施する設備確性が当面の最重要課題であるが、その後については、
前述のスケールアツプ課題への知見集積が重点となる。

7)全体プロセスの評価・検討
上記各要素技術が集大成されれば、製鉄所全体の評価システムは構築されているので、
各特性を反映して評価する。

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

◆成果の実用化の見通し
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試験高炉 商業生産高炉

鉄鉱石
還元への
水素適用
高炉操業

従来
高炉
操業

操業規模・スケール

操
業
形
態

最
終

的
な

必
要

知
見

試
験

高
炉

調
査

カ
テ

ゴ
リ

ー
②

試験高炉調査カテゴリー①
①

② ③

凡例

◎試験高炉で確性

○モデル併用で試験高炉で確性

○モデル主体で検討

凡例

◎試験高炉で確性

○モデル併用で試験高炉で確性

○モデル主体で検討

Base

試験高炉確性以降のスケールアップ
次ステップ

試験

開
発

要
素

評
価

スケール影響評価

技術課題
固体流
液体流 ガス流

伝熱
放散

化学
反応

熱バランス補償対策 ○ ○ ○ ◎
水素の高反応速度活用 ○ ○ ◎
熱ロス対策 ○ ◎
原料対策活用 ○ ○ ◎
反応改善活用 ○ ○ ◎

評価視点

技術課題
固体流
液体流 ガス流

伝熱
放散

化学
反応

熱放散評価 ○ ○ ◎ ○
原料との幾何学的相似則評価 ○ ○ ◎
炉内機能域の幾何学的相似則評価 ○ ○ ○ ◎
反応速度 ○ ◎

評価視点

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

◆試験高炉技術開発におけるスケールアップに関する各技術課題の位置づけ

事業原簿 Ⅳ-2
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施 主：エア・ウォーター炭酸株式会社殿
稼働開始：2014年11月
設置場所：新日鐵住金㈱ 室蘭製鉄所構内
原料ガス：熱風炉排ガス（HSG）
生産能力：120t/日
主な用途：炭酸飲料、ドライアイス、転炉用

食品グレードの純度とするため、
ESCAP後段で高度精製処理を
付加

4.成果の実用化に向けての取り組みおよび見通し

◆波及効果：化学吸収法を活用した、炭酸ガス回収設備の商用化1号機の稼働

事業原簿 Ⅳ-4


